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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

⑴ 対象地域 

構成市町村名  蒲郡市 

面   積   56.92 ㎢ 

人   口   79,762 人 （令和 2年 10 月 1 日現在） 

 

⑵ 計画期間 

本計画は令和 3年 4月 1 日から令和 8年 3月 31 日までの 5 年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直

すものとする。 

 

⑶ 基本的な方向 

  ア 地域の概要 

蒲郡市は、名古屋市を中心とする大都市圏の南東部に位置し、渥美半島と知多半島

に囲まれた温暖な気候の海辺の街である。JR 東海道本線や名鉄蒲郡線といった鉄道に

加え、国道 23 号などの主要幹線道路が整備され、また東名高速道路音羽蒲郡インター

チェンジへも専用道路にて直結していることから、諸都市とのアクセスが良好な地域

となっている。 

また、国定公園に指定された三河湾を望めるとともに、海から山にかけ変化に富ん

だ景勝地であることから県内屈指の観光地でもある。 

農業では、冬でも温暖な気候を活かし、みかん、つまもの等といった施設園芸が盛

んであり、特にハウスみかんは全国有数の産地となっている。加えて、水産業でも多

様な魚介類が水揚げされているほか、繊維産業や医療機器分野でも全国有数の事業所

が存在している地域でもある。 

イ 一般廃棄物の処理状況 

１人１日当たりごみの排出量は全国平均や県内平均と比較して多く、より一層の減

量化に取組む必要がある。 

可燃ごみは、クリーンセンターにて焼却処理を行っており、焼却に伴って発生する

熱を隣接する余熱利用施設に供給している。 

不燃ごみ、缶、びん、古紙、古着、ペットボトル、金属類、プラスチック製容器包

装、乾電池・蛍光灯、小型家電は分別収集を実施し、リサイクルプラザにて破砕・選

別・圧縮等の処理を行い、資源化の推進と最終処分量の削減に努めている。 

現状、生活系ごみ、事業系ごみの排出量が依然として多く、特に、可燃ごみとして

出される割合が高い古紙やプラスチック製容器包装について、分別の周知徹底及び啓

発活動を行ない、排出抑制・ごみの資源化に取り組んでいく。 

また、下水道施設及びし尿処理施設において発生する汚泥を、平成 22 年度より蒲

郡市クリーンセンターで焼却処理することにより、燃料使用量の削減、温室効果ガス

の削減を図っている。 
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今後は、本計画に基づき、焼却施設の基幹的設備改良を行い、現有施設の長寿命化

を図るとともに、発電設備を設置することで温室効果ガスの削減に努め、地球温暖化

防止に寄与する廃棄物処理システムの構築を進めていく。 

 

⑷ ごみ処理の広域化の検討状況 

   愛知県では、平成21年3月に「第２次愛知県ごみ焼却処理広域化計画（平成20年度～平成

29年度）」を策定しており、本地域は、東三河ブロックに位置づけられ、構成市町村は、豊

川市、蒲郡市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村、（長野県下伊那郡）根羽村となっている。 

   本ブロックの広域化の検討状況は、上記の県広域化計画を踏まえ、平成24年3月に策定し

た「東三河ごみ焼却施設広域化計画（平成24年度～令和13年度）」に基づき、広域化を目指

している状況である。 

   本計画では、豊川市と蒲郡市、新城市と北設地区の２グループに分け、各既存施設の延命

化対策を施すことで施設の維持を図るとともに、本計画期間内に豊川市と蒲郡市の統合新設

を実施し、次期計画期間内（令和14年度以降）においてブロック内で一本化とすることを目

指すとしている。 

   蒲郡市の焼却施設は、今後の豊川市との施設統合を見据えつつ、それまでの期間において、

継続的、安定的な稼働をしていくための計画的な延命化措置の実施が必要な状況である。 

   なお、焼却施設以外については、広域化に向けた計画はない。 

   また、愛知県では、令和3年11月に「愛知県ごみ処理広域化・集約化計画（2021年度～2030

年度）」を策定しており、今後の広域化については、同計画に基づいて進めていく。 

 

⑸ プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

  プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律及びプラスチックに係る資源循環の

促進等を総合的かつ計画的に推進するための基本的な方針に基づき、プラスチック資源の分

別収集及び分別収集物の再商品化のための体制等の整備を進めていく。 

  住民に対しては、プラスチック使用製品の使用を合理化し、プラスチック使用製品廃棄物

の排出を抑制するよう、また、認定プラスチック使用製品を使用するようごみカレンダーや

ポスター等で啓発・情報提供を行うよう努めていく。 

本計画の計画期間内においては、プラスチック資源のうちプラスチック製容器包装につい

ては、平成22年度より市内全域での分別収集及び再商品化を実施していることから、引き続

き分別収集及び再商品化に取り組み、プラスチック製容器包装以外のプラスチック使用製品

廃棄物については、当面の間可燃ごみ等としての処理を継続する。 

今後については、プラスチック製容器包装以外のプラスチック使用製品廃棄物についても、

コストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別収集・再商品化の実

施方法や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

⑴ 一般廃棄物等の処理の現状 

令和元年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1 のとおりである。 

焼却施設では、焼却に伴い発生した熱を回収し、施設内の暖房や給湯及び、余熱利用

施設に有効利用している。 

 

 

72 t 4,466 t
0.2 ％ 14.0 ％

7,739 t
24.3 ％

31,838 t 31,838 t 31,668 t
100.0 ％ 100.0 ％ 99.5 ％ 減量化量 3,273 t

23,929 t 10.3 ％
75.2 ％

0 t 98 t 3,371 t
0.0 ％ 0.3 ％ 10.6 ％

1,654 t
集団回収量

最終処分量

直接資源化量

処理残渣量

処理後再生利用量

総資源化量
6,192 t

排出量 計画処理 中間処理量
処理後最終処分量

自家処理量 直接最終処分量

 
 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和元年度） 
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⑵ 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、

表１のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指  標 

 

現状(割合※1) 

(令和元年度) 

目標(割合※1) 

(令和８年度) 

排出量 

事業系 総排出量 

１事業所当たりの排出量※2 

生活系 総排出量 

１人当たりの排出量※3 

合 計 事業系家庭系排出量合計  

11,365 ﾄﾝ 

2.76 ﾄﾝ/事業所 

 20,473 ﾄﾝ 

211 kg/人 

31,838 ﾄﾝ 

10,153 ﾄﾝ(－10.7%) 

2.42 ﾄﾝ/事業所(－12.3%) 

17,434 ﾄﾝ(－14.8%) 

188kg/人(－10.9%) 

27,587 ﾄﾝ (－13.4%) 

再生利用量 
直接資源化量 

総資源化量 

72 ﾄﾝ 

6,192 ﾄﾝ 

 (0.2%) 

(18.5%) 

80 ﾄﾝ (0.3%) 

6,792 ﾄﾝ (23.2%) 

エネルギー 

回収量 

エネルギー回収量(年間の発電電力

量及び熱利用量) 

― 

18,650GJ 

― 

 

  929MWh 

18,000GJ     

最終処分量 埋立最終処分量 3,371 ﾄﾝ (10.6%) 2,737 ﾄﾝ (9.9%) 

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量

は排出量＋集団回収量に対する割合 

※２ (1 事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}／(事業所数) 

※３ (１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}／(人口) 

《 指標の定義 》 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収は除く)〔単位：トン〕 

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：ＭＷｈ〕及び

熱利用量〔単位：GJ〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

 

80 t 5,062 t
0.3 ％ 18.3 ％

7,701 t
27.9 ％

27,587 t 27,587 t 27,409 t
100.0 ％ 100.0 ％ 99.4 ％ 減量化量 2,639 t

19,708 t 9.6 ％
71.4 ％

0 t 98 t 2,737 t
0.0 ％ 0.4 ％ 9.9 ％

処理後最終処分量

自家処理量 直接最終処分量 最終処分量

直接資源化量 処理後再生利用量

処理残渣量

排出量 計画処理 中間処理量

集団回収量 総資源化量
1,650 t 6,792 t

 
※ 小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計は 100％にならない場合がある。 

図 2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和８年度） 
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３ 施策の内容 

⑴ 発生抑制、再使用の推進 

ア 有料化 

現在、生活系ごみの直接搬入については超過従量制により一部有料、また粗大ごみ

については有料収集を実施している。 

事業系ごみは、単純従量制により有料としている。 

今後は、排出抑制や市民負担の公平化を図る手段として、令和５年度末時点におけ

る資源ごみを除く生活系ごみの排出量をふまえ、ごみ処理の有料化制度の実施の可否

について、判断していく。 

イ 環境教育、普及啓発 

ごみの減量化及び資源化の大切さをより多くの人に知ってもらうため、月１回発行

している広報誌「広報がまごおり」に、ごみの出し方等を伝える四コマ漫画を掲載し

ているほか、年１回程度、特集記事を掲載し、ごみの現状等について周知している。   

学校や希望者に対する施設見学の場を通して、ごみの排出抑制や資源化の必要性に関

し、環境教育を行っている。 

また、各種グループ・地域の団体からの申込みを受けて、出前講座「ごみ出しマナ

ー教室」を毎年開催し、分別方法や課題等の情報交換を行っている。 

さらに、５３０運動実践活動として年間を通じて事業所、学校、ボランティアグル

ープ等による定期的な清掃活動を実践している。 

「ごみ出し便利帳」「資源物収集カレンダー」といった分別方法を示した冊子等を全

戸配布するほか、資源・ごみ分別アプリ「さんあ～る」を配信し、ごみ出しルールの

周知を図っている。 

ウ 助成 

家庭から出る生ごみの排出抑制のため、生ごみの堆肥化容器、生ごみ処理機の購入

者に対し、補助金の交付を行っている。 

エ 過剰包装の抑制 

簡易包装の実施やマイバック運動を推進する。 

オ バザーによる再使用の推進 

リサイクルのためのバザーを開催し、不用品の有効利用に向けた取組を推進する。 

カ 古紙やプラスチック製容器包装の分別資源化の促進 

    古紙やプラスチック製容器包装の分別を徹底し、ごみの減量化、資源化を促進して

いく。 

キ プラスチックごみの発生抑制 

  マイカップ、マイボトルの持参の呼びかけやプラチック製の容器を控えるなどの啓

発を推進する。 

ク 食品ロス削減の推進 

食品ロスダイアリーや生ごみ３キリ運動を推進する。 
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ケ 事業者への減量化指導 

    事業者に対する訪問指導や搬入時における展開検査を実施するほか、事業系ごみ処

理手数料の見直しを検討する。 

       

⑵ 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 2 のとおりである。 

現在、可燃ごみについては、蒲郡市クリーンセンターにおいて焼却処理を行ってい

る。不燃ごみ、粗大ごみについてはリサイクルプラザにおいて圧縮・選別処理してい

る。また、缶、びん、古紙、古着、ペットボトル、金属類、プラスチック製容器包装、

乾電池・蛍光灯、小型家電の資源ごみは、分別収集を行ないリサイクルプラザで処理

している。 

今後は、必要に応じてごみの分別品目の見直しを検討しながら、可燃ごみとして出

される割合が高い古紙やプラスチック製容器包装について、一層の分別、資源化を推

進していく。 

なお、焼却施設の基幹的設備改良により、延命化を図ると伴に発電設備を設置し、

温室効果ガスの排出抑制を図る。 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物は、許可業者若しくは直接搬入による受入をしており、搬入量に

応じた処理手数料を徴収している。 

現在、事業者への訪問指導及び搬入時における展開検査を実施しており、搬入ごみ

の種類の分別確認作業を強化することで、ごみの減量化を推進していくとともに、今

後の搬入状況を踏まえつつ、処理手数料の見直しの検討も進めていく。 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

平成22年度より下水道・し尿処理汚泥等を既存の焼却処理施設で処理を行っている。

今後も、現行の処理体制を継続する。 
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一次処理 二次処理

蒲郡市 蒲郡市

焼却 クリーン 発電 クリーンセン

センター タ―

蒲郡市

缶 缶 選別,圧縮 リサイクル 売却

プラザ

蒲郡市

びん びん 選別 リサイクル 売却

プラザ

蒲郡市 蒲郡市

古紙 リサイクル 古紙 保管 リサイクル 売却

プラザ プラザ

蒲郡市

古着 古着 保管 リサイクル 売却

プラザ

蒲郡市

ペットボトル ペットボトル 委託 リサイクル 売却

プラザ

蒲郡市

金属類 金属類 圧縮 リサイクル 売却

プラザ

蒲郡市

保管 リサイクル 委託

プラザ

蒲郡市

小型家電 小型家電 保管 リサイクル 売却

プラザ

※資源ごみは、一部事業系を含む。

表２　蒲郡市　生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後　

現　　　　　状　（R1） 今　　　　後　（R8）

分別区分
処理

方法
処理施設等 分別区分 処理方法

処理施設等

可燃ごみ 可燃ごみ

焼却

（熱回

収）

(残渣)

蒲郡市一

般廃棄物

最終処分

場

蒲郡市

リサイク

ルプラザ

(鉄,アル

ミ)売却,

(不燃物)

最終処分

場,

(可燃物)

クリーン

センター

粗大ごみ 粗大ごみ

資

源

ご

み

（
※
）

資

源

ご

み

（
※
）

リサイク

ル

リサイク

ル

リサイク

ル

リサイク

ル

不燃ごみ

リ

サ

イ

ク

ル

不燃ごみ
リ

サ

イ

ク

ル

破砕,選別

リサイク

ル

リサイク

ル

リサイク

ル

プラスチック

性容器包装

プラスチック

資源（プラス

チック製容器

包装を含む）

リサイク

ル

蒲郡市

リサイク

ル

プラザ

売却

乾電池・蛍光

灯

乾電池・蛍光

灯

リサイク

ル

委託
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⑶ 処理施設等の整備 

前記(2)の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 3 のとおり必要な施設整備を行

う。 

表 3 整備する処理施設 

事 業

番号 

整備施設種類 
施設名 

事業名 処理能力 設置予定地 

事業期間 

（全体事

業期間） 

国土強靭

化 

１ 
ごみ焼却施設 
蒲郡市クリー

ンセンター 

廃棄物処理施

設の基幹的設

備 改 良 事 業

（交付率 1/3） 

130t／日 
蒲郡市西浦町

口田土 1 番地 
R4～R6 

蒲 郡 市 地

域 強 靭 化

計画 

２ 最終処分場 
新最終処分場

整備事業 
約 57,000 ㎥ 

蒲郡市一色町

地内 
(R8～R10) 

蒲 郡 市 地

域 強 靭 化

計画 

（整備理由） 

事業番号１  既存処理施設の延命化及びエネルギー利用の促進、温室効果ガスの削減 

事業番号２  現有処理施設の残余容量が減少してきているため。 

 

⑷ 施設整備に関する計画支援事業 

  ⑶の施設整備に先立ち、表 4のとおり計画支援事業を行う。 
 

表 4 実施する計画支援事業 

事業番号 事業名 事業内容 事業期間 

1 

エネルギー回収型廃棄物処理施設整備（事業番

号１）に係る長寿命化計画策定業務及び実施設

計事業 

長寿命化計画 

実施設計 R3 

2 

新最終処分場整備（事業番号２）に係る地質、

測量調査事業 

地質 

測量調査 
R4～R7 

新最終処分場整備（事業番号２）に係る基本計

画、基本設計事業 

基本計画 

基本設計 
R4～R5 

新最終処分場整備（事業番号２）に係る生活環

境影響調査事業 

生活環境影響

調査 
R6～R7 

新最終処分場整備（事業番号２）に係る実施設

計事業 
実施設計 R6～R7 
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⑸ その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 不法投棄対策 

積極的な啓発活動により、分別区分の徹底を進めるとともに、パトロールの実施や

監視カメラの設置などにより、不法投棄を防止していく。 

イ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

大規模災害や風水害等の自然災害が発生した際には、一時的に大量の廃棄物が発生

するため、「蒲郡市地域防災計画・水防計画」（平成 30 年度修正）及び「蒲郡市災害廃

棄物処理計画」（平成 30 年３月）に基づき、がれき等の災害廃棄物を処理し、生活環

境の汚染防止に努める。 

また、迅速かつ計画的に処理するため、同計画に基づき、周辺の市町の協力体制は

もとより、県内外の市町村を含む広域的な連携や民間業者との協力体制を構築してい

く。 

※仮置場の候補地は、表 5 のとおりとする。 

 

表 5 仮置場 

 

番号 名  称 所 在 地 面積（㎡） 区分 

1 三谷グラウンド 蒲郡市三谷町水神町通 9 15,500 一次 

2 西浦グラウンド 蒲郡市西浦町原山 1-25 の一部 7,000 一次 

3 
南明柄グラウンド 蒲郡市西浦町南明柄 15、 

16-1、17-1、17-3、 

20-1、20-3 

21,900 一次 

4 浜町グラウンド 蒲郡市浜町 42 の一部 31,400 二次 

5 浜町ゲートボール場 蒲郡市浜町 42 の一部 2,500 二次 

一次仮置場合計 ― 44,400 ― 

二次仮置場合計 ― 33,900 ― 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

⑴ 計画のフォローアップ 

本市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じ

て、県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

⑵ 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やか

に計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものと

する。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すも

のとする。 
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（
浸

水
深

０
ｍ

）
浸

水
対

策
な

し
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 様
 式

 ２

事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
令

和

３
年

度

令
和

４
年

度

令
和

５
年

度

令
和

６
年

度

令
和

７
年

度

令
和

３
年

度

令
和

４
年

度

令
和

５
年

度

令
和

６
年

度

令
和

７
年

度

3
,7

8
7
,3

0
0

0
3
9
6
,1

1
0

1
,0

8
2
,4

0
0

2
,3

0
8
,7

9
0

0
3
,4

5
0
,1

5
0

0
2
5
4
,4

3
0

1
,0

8
2
,4

0
0

2
,1

1
3
,3

2
0

0

1
蒲

郡
市

1
3
0

t/
日

R
4

R
6

3
,7

8
7
,3

0
0

0
3
9
6
,1

1
0

1
,0

8
2
,4

0
0

2
,3

0
8
,7

9
0

0
3
,4

5
0
,1

5
0

0
2
5
4
,4

3
0

1
,0

8
2
,4

0
0

2
,1

1
3
,3

2
0

0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2
蒲

郡
市

5
7
,0

0
0

㎥
R
8

R
1
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

R
8
-
R
1
0
予

定

2
1

5
,5

4
6

8
,9

1
0

1
7
,7

3
2

7
4
,1

4
1

5
9
,0

4
9

5
5
,7

1
4

2
0
9

,5
5
4

2
,9

1
8

1
7
,7

3
2

7
4
,1

4
1

5
9
,0

4
9

5
5

,7
1
4

1
蒲

郡
市

1
3
0

t/
日

R
3

R
3

8
,9

1
0

8
,9

1
0

0
0

0
0

2
,9

1
8

2
,9

1
8

0
0

0
0

2
蒲

郡
市

5
7
,0

0
0

㎥
R
4

R
7

2
0
6
,6

3
6

0
1
7
,7

3
2

7
4
,1

4
1

5
9
,0

4
9

5
5
,7

1
4

2
0
6
,6

3
6

0
1
7
,7

3
2

7
4
,1

4
1

5
9
,0

4
9

5
5
,7

1
4

R
4
-
R
7
予

定

4
,0

0
2
,8

4
6

8
,9

1
0

4
1
3
,8

4
2

1
,1

5
6
,5

4
1

2
,3

6
7
,8

3
9

5
5
,7

1
4

3
,6

5
9
,7

0
4

2
,9

1
8

2
7
2
,1

6
2

1
,1

5
6
,5

4
1

2
,1

7
2
,3

6
9

5
5

,7
1
4

※
１

事
業

番
号

に
つ

い
て

は
、

計
画

本
文

３
(3

)表
４

等
に

示
す

事
業

番
号

と
一

致
さ

せ
る

こ
と

。
※

２
実

施
し

な
い

事
業

の
欄

は
削

除
し

て
構

わ
な

い
。

※
３

同
一

施
設

の
整

備
で

あ
っ

て
も

、
交

付
金

を
受

け
る

事
業

主
体

ご
と

に
記

載
す

る
。

※
４

事
業

が
地

域
計

画
を

跨
ぐ

場
合

は
地

域
計

画
期

間
内

の
事

業
期

間
を

記
入

し
、

備
考

欄
に

全
体

の
事

業
期

間
を

記
載

す
る

こ
と

。
な

お
、

事
業

期
間

は
交

付
対

象
外

部
分

の
み

を
行

う
期

間
も

含
む

。

※
５

廃
焼

却
施

設
の

解
体

と
新

施
設

の
建

設
を

異
な

る
事

業
主

体
が

実
施

す
る

場
合

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
費

を
別

行
で

記
載

す
る

こ
と

。

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

等
事

業
実

施
計

画
総

括
表

２

事
　

業
　

種
　

別
事

業
番

号
※

１

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

規
　

模
事

業
期

間
総

事
業

費
（
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
（
千

円
）

備
　

　
考

合
  

  
 　

　
計

○
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

等
に

関
す

る
事

業

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
施

設
整

備

○
最

終
処

分
に

関
す

る
事

業

最
終

処
分

場
整

備

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

 援
 事

業

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
施

設
整

備

最
終

処
分

場
整

備
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【参考資料様式２】 

 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 愛知県  

 

 

(1) 事業主体名    

 

蒲郡市 

 

(2) 施設名称 

 

蒲郡市クリーンセンター 

 

(3) 工期※1 

 

令和４年度 ～ 令和６年度 

 

(4) 施設規模 

 

 

処理能力１３０ｔ／日（６５ｔ／日×２炉） 

 

 

(5) 形式及び処理方式 

 

 

旋回流型流動床式焼却炉 

 

 

(6) 余熱利用の計画 

 

 

１．発電の有無    ○有（発電効率 １．５％） ・ 無 

２．熱回収の有無      ○有（熱利用率１１．０％） ・ 無 

 

(7) 地域計画内の役割 

  ※2 

場内での全量利用 

二酸化炭素削減率＝２０％ 

(8) 廃焼却施設解体 

   工事の有無 

  有   ○無  

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

 

(9) 燃料の利用計画 
 

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス 

   熱利用率 

      ｋWh／ごみｔ 

 

(11) バイオガスの利用  

    計画 
 

 

 

 (12) 総事業計画額※1 3,787,300千円(全体： 千円) 
うち、交付対象事業費 3,450,150千円(全体： 千円) 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、

金額を括弧書きすること。 

※2 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素

排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域

でどう利活用するかについても記載すること。 
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【参考資料様式５】 

 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名 愛知県  

 

 

(1) 事業主体名    

 

蒲郡市 

 

(2) 施設名称 

 

新最終処分場 

 

(3) 工期 ※1 

 

   
（令和８年度 ～ 令和１０年度） 

 

 

(4) 処分場面積、容積 

 

 

総面積  

約80,000ｍ2 

 

 

埋立面積  

約11,000ｍ2 

 

 

埋立容積  

約57,000ｍ3 

 

 

(5) 処分開始年度 

  及び終了年度 

 

 

埋立開始  令和１１年度 

埋立終了  令和２５年度 

 

 

(6) 跡地利用計画 

 

 

未定 

 

(7) 地域計画内の役割 

 

 

ごみ処理施設、リサイクル施設からの残渣の適正処分 

 

 

(8) 廃焼却施設解体工事

  の有無 

 

 

  有   ○無  

 

 

 

(9)総事業計画額 ※1 

 

0千円(全体：3,127,622千円) 

うち、交付対象事業費 0千円(全体：3,127,622千円) 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工

期、金額を括弧書きすること。 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

都道府県名 愛知県 

 

(1) 事業主体名 蒲郡市 

(2) 事業目的 エネルギー回収型廃棄物処理施設（蒲郡市クリーンセンター）整備のため 

(3) 事業名称 事業番号１に伴う長寿命化計画・実施設計 

(4) 事業期間 令和３年度 

(5) 事業概要 長寿命化計画・実施設計を行う。 

 

(6) 総事業計画

額 ※1 

 
8,910千円(全体： 千円) 

うち、交付対象事業費 2,918千円(全体： 千円) 
 

 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工

期、金額を括弧書きすること。 
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【参考資料様式８】 

計 画 支 援 概 要 

都道府県名 愛知県 

 

(1) 事業主体名 蒲郡市 

(2) 事業目的 新最終処分場施設整備のため 

(3) 事業名称 
事業番号２に伴

う地質・測量調査 

事業番号２に伴う

基本計画・基本設計 

事業番号２に伴う

生活環境影響調査 

事業番号２に伴う

実施設計 

(4) 事業期間 
令和４年度～ 

令和７年度 

令和４年度～ 

令和５年度 

令和６年度～ 

令和７年度 

令和６年度～ 

令和７年度 

(5) 事業概要 
地質・測量調査 
を行う。 

基本計画・基本設計
を策定する。 

生活環境影響調査 
を行う。 

実施設計を策定す
る。 

 

(6) 総事業計画

額 

70,207千円 

うち、交付対象事 

業費70,207千円 

  39,475千円 

うち、交付対象事業 

費39,475千円 

 27,533千円 

うち、交付対象事 

業費27,533千円 

69,421千円 

うち、交付対象事 

業費69,421千円 
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図 3 排出量（集団回収除く）と人口推移の関係 

 

 
 

図 4 生活系ごみ（資源ごみ除く）1人当たり排出量の推移 

別添 １ 

（１/３） 
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図 5 総資源化量と人口推移の関係 

 

 

 

図 6 最終処分量と人口推移の関係 

 

別添 １ 

（２/３） 
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図 7 事業所数と１事業所当たり排出量の関係 

 

 

 

図 8 エネルギー回収量 

 

別添 １ 

（３/３） 
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別添 ２ 

 

蒲 郡 市 

図 9 対象地域図 

愛知県図 

蒲郡市 

（現況）蒲郡市一

般廃棄物処分場 

（現況・予定）蒲郡市クリーンセンター 

（現況・予定）蒲郡市リサイクルプラザ 

（現況）蒲郡市一色

町不燃物最終処分場 

 

（隣接地に予定）新

最終処分場 
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蒲郡市ハザードマップ 

 

 

※現有処理施設は、洪水危険個所や津波浸水予想区域に該当せず。 

 

 

 

 

別添 ３ 

（現有・予定）蒲郡市ク

リーンセンター 

（現有・予定）蒲郡市リ

サイクルプラザ 

 

（現有）蒲郡市一色

町不燃物最終処分場 

（隣接地予定）新最

終処分場 
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※現有処理施設は、洪水危険個所や津波浸水予想区域に該当せず。 

 

 

 

 

（現有）蒲郡市一般廃

棄物最終処分場 
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別添 ４ 
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